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発議案第 １ 号 

 

 

   木更津駐屯地のオスプレイ定期整備拠点化中止を求める意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定により提出し

ます。 

 

 

   平成２７年１２月２１日 

 

 習志野市議会議長 

    木 村 孝 浩  様 

提出者  習志野市議会議員   入 沢 俊 行 

       賛成者     〃       谷 岡   隆 

        〃      〃       荒 原 ちえみ 

        〃      〃       宮 内 一 夫 

        〃      〃       藤 崎 ちさこ 

        〃      〃       立 崎 誠 一 

        

        



 

   木更津駐屯地のオスプレイ定期整備拠点化中止を求める意見書 

 

防衛省は平成２７年１０月３０日「沖縄に配備されている米海兵隊のＭＶ２２オスプ

レイ２４機の定期整備拠点として、米軍は千葉県木更津市の自衛隊木更津駐屯地を選定

した」と発表した。既に政府は陸上自衛隊に新しく配備する１７機のオスプレイと、米

海兵隊の２４機のオスプレイの定期整備拠点を、自衛隊木更津駐屯地に設置する方針を

決めている。 

昨年末、河野克俊統合幕僚長はワーク米国防副長官と会談し、「オスプレイのリージョ

ナルデポについても日本に置いていただけるとさらなる運用性の向上となる」と発言を

している。リージョナルデポとは、アジア太平洋の全域で運用する軍用機の集中的な整

備拠点を指すものである。そうなれば、自衛隊機と米軍機のみならず、韓国やオースト

ラリアなどの外国軍機も飛来してきて、定期整備や試運転をすることになる。  

自衛隊木更津駐屯地がオスプレイの整備拠点となれば、木更津市周辺を初め千葉県上

空をオスプレイが飛び交い、住民を墜落事故の恐怖と耐えがたい騒音被害にさらすこと

になる。さらにリージョナルデポとなれば、その危険性ははかり知れない。  

特に、習志野市に近接する習志野自衛隊演習場で行われているパラシュート降下訓練

は、木更津駐屯地の輸送機が使用され習志野市の住宅地上空を飛行し、騒音が生じてい

る。木更津駐屯地のオスプレイ整備拠点化により、オスプレイが習志野駐屯地に飛来す

ることも懸念される。 

よって、本市議会は政府に対し、習志野市域及び千葉県域に騒音等被害をもたらすオ

スプレイの木更津駐屯地を初め日本国内への新たな配備や訓練、定期整備拠点の設置を

中止するよう強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

                   習志野市議会議長 

                      木 村 孝 浩 

提案理由 

本案は、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、標記意見書を提出するもので

ある。
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   国の責任で子どもの医療費助成制度を創設し、国民健康保険国庫負担金等削減の

ペナルティーをやめることを求める意見書について 

 

 

 

上記の議案を別紙のとおり習志野市議会会議規則第１４条第１項の規定により提出し

ます。 

 

 

   平成２７年１２月２１日 

 

 習志野市議会議長 

    木 村 孝 浩  様 

提出者  習志野市議会議員   荒 原 ちえみ 

       賛成者     〃       佐 野 正 人 
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   国の責任で子どもの医療費助成制度を創設し、国民健康保険国庫負担金等

削減のペナルティーをやめることを求める意見書 

 

少子化の進行は一層の人口減少をもたらし、社会経済や社会保障に影響を及ぼすとと

もに、未来を担う子どもたちの健全な成長にも大きな影響を及ぼすことが懸念される。

そのため本市では、子どもの医療費助成制度を中学３年生まで拡大し、子育てしやすい

環境づくりに努力している。 

子育て家庭の経済的負担を軽減することは、少子化対策の重要施策と捉え、全ての都

道府県で子ども医療費への補助を実施している。しかし国においては、何らの措置も講

じられていない。早急な実現を求めるものである。 

また、現物給付を導入すれば国からの国民健康保険国庫負担金等が削減されるペナル

ティーがある。なぜ国は、少子化対策に努力している自治体にペナルティーを課すのか。

今や日本の人口問題は重要な課題であり、だからこそ国も少子化担当大臣を配置し、子

育てしやすい環境づくりに力を入れ、人口減少を食いとめようとしているのではないか。

ペナルティーを課す行為は、少子化対策に相反することである。  

よって、本市議会は政府に対し、下記の事項について強く要望するものである。 

 

記 

 

１ 国の責任で子どもの医療費助成制度を創設すること。 

２ 国民健康保険国庫負担金等削減のペナルティーを廃止すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

                   習志野市議会議長 

                      木 村 孝 浩 

 

提案理由 

本案は、内閣総理大臣、その他政府関係機関に対して、標記意見書を提出するもので

ある。 


